
 

 

第 201700089291 号 

平成２９年７月７日 

 

島根県知事 溝 口 善兵衛 様 

 

 

  鳥取県知事 平 井 伸 治 

 

 

島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する覚書に基づく意見に 

ついて（回答） 

 

平成２９年７月７日付原第２１５号で照会のあったこのことについて、米子市長及び境

港市長の意見を踏まえて、別紙のとおり回答します。 

ついては、貴県の中国電力株式会社に対する島根原子力発電所１号機廃止措置計画の最

終的な判断に際し、島根原子力発電所で万が一事故が起きた場合、大きな影響を受けるお

それがある当県県民の心情をお察しいただき、特段の御配慮をお願いします。 

  



 

 

別紙 

 

中国電力株式会社に対応を求める事項 

 

１ 安全協定第６条に基づく事前報告の可否に関しては、原子力規制委員会の審査を受け

た廃止措置の全体計画及び解体工事準備期間（第１段階）の廃止措置の実施に限り了解

する。 

 

２ 廃止措置の実施に当たっては、住民の安全確保及び環境の保全を図ることを最優先に、

関係法令及び安全協定等を遵守し、適切に実施すること。また、地震等の自然災害への

対応を含め、廃止措置の段階に応じた安全対策を講ずること。 

特に、放射性物質の扱いを伴う廃止措置作業については、安全神話に陥ることなく、

起こり得る事故を十分に想定しているか常に検討するリスク管理を徹底し、自発的な改

善によって事故リスクを解消すること。 

万が一、人と環境に影響する恐れのある事故等が発生した場合は、安全協定に基づき、

鳥取県、米子市及び境港市（以下「鳥取県等」という。）に速やかに報告するとともに、

迅速かつ的確に対応し、その対応について鳥取県等の理解と協力を得るようにすること。 

 

３ 廃止措置の実施状況及び廃止措置計画の変更について適宜、地域住民、鳥取県等に対

して分かりやすく丁寧な説明を行うこと。 

 

４ 原子力安全においては事業者の役割が最も重要であることから、県民の安全を第一義

とし、関係自治体など地元への正確な情報提供、設備面での対応だけでなく、組織・人

員体制、教育訓練といった人的な対応に関する不断の充実・強化、原子力安全文化の醸

成、自主的かつ主体的な安全対策、周辺自治体の防災対策への協力など、万全な原子力

安全対策を責任をもって行うこと。 

 

５ 使用済燃料及び新燃料の全量搬出・譲渡しについて、責任を持って、安全な管理及び

実効性のある処分を適正に行うこと。 

 

６ 廃止措置に伴い発生する放射性廃棄物等については、責任を持って、安全を第一に、

関係する規制基準等に従い、適切かつ確実な管理及び処分を適正に行うこと。 

 

７ 系統除染に使用した薬液や解体等の作業に伴う放射性粉じん等について、周辺環境へ

の影響防止の観点から、放射性物質の漏えい防止対策に万全を期すこと。 

 


